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第151回定時株主総会招集ご通知に際しての 

法令及び定款に基づくインターネット開示事項 

 

 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本内容は、法令及び当社定款第16条の規定に基づ

き、インターネット上の当社ウェブサイト 

(http://www.meitetsu.co.jp/soukai/）に掲載する

ことにより、株主の皆様に提供したものとみなされ

るものです。 
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連 結 注 記 表 
 
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等） 
１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
   連結子会社の数 123社 
   主要な連結子会社の名称 

名鉄不動産㈱、名鉄運輸㈱、太平洋フェリー㈱、 
名鉄協商㈱、信州名鉄運輸㈱、岐阜乗合自動車㈱、 
名鉄観光サービス㈱、豊橋鉄道㈱、中日本航空㈱、 
名鉄バス㈱、名鉄タクシーホールディングス㈱、 
㈱名鉄百貨店、㈱名鉄マネジメントサービス、 
㈱名鉄プロパティ、㈱メイエレック、 
名鉄自動車整備㈱、㈱金沢名鉄丸越百貨店、 
㈱メイテツコム、名鉄産業㈱、㈱名鉄アオト 

   連結の範囲の変更 
 当期において、名鉄コミュニティライフ㈱を株式取
得により、連結の範囲に含めております。 
 一方、西濃華陽観光バス㈱及び柳島運送㈱の２社は
清算結了により消滅しております。また、坂下タクシ
ー㈱は平成26年４月１日に連結子会社でありました東
鉄タクシー㈱と合併いたしました。このほか、めいほ
う高原開発㈱は株式の譲渡により子会社ではなくなっ
たため、連結の範囲から除外しております。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 
   主要な非連結子会社の名称 
    ㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 
   連結の範囲から除いた理由 
    非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲
から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び

主要な会社等の名称 
   持分法を適用した非連結子会社の数  ０社 
   持分法を適用した関連会社の数    15社 
   主要な会社の名称 
    矢作建設工業㈱、宮城交通㈱、 
    ㈱電通名鉄コミュニケーションズ 
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 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 
   主要な会社の名称 
    ㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 
   持分法を適用していない理由 
    持分法の適用から除外した非連結子会社及び関連会

社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼ
す影響がいずれも軽微であり、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適用から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 
    決算日が連結決算日（３月31日）と異なる連結子会

社は12月末日決算会社（７社)、及び２月末日決算会
社（２社）であり、各社の決算日に基づく計算書類を
使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

分 譲 土 地 建 物  個別法に基づく原価法 
  (収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定) 
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

  主として総平均法に基づく原
価法 

  (収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定) 

有 価 証 券   
満期保有目的の債券 償却原価法 
その他有価証券  

     時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により算
定) 

     時価のないもの 主として移動平均法に基づく
原価法 

デ リ バ テ ィ ブ  時価法 
 (2) 固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 
     当社では、鉄軌道事業の車両については定率法、

その他については定額法によっております。ただし、
鉄軌道事業の構築物のうち取替資産については取替
法によっております。また、連結子会社では、主と
して定率法によっております。 
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  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 
     定額法によっております。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期間
によっております。 

  ③ リース資産 
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 
     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法によっております。 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 
     なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

 (3) 工事負担金等の会計処理 
    当社及び一部の連結子会社は、鉄軌道事業における

高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うに当たり、地方
公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受
けており、これらの工事負担金等は、工事完成時に当
該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価
から直接減額して計上しております。 

    なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受
入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得
原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として
特別損失に計上しております。 

 (4) 引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込額基準により計上しており
ます。 

  ③ 商品券等引換引当金は、一部の連結子会社において
は、負債計上を中止した商品券等が回収された場合
に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく
将来の回収見込額を計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金は、役員に対して支給する退職
慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。 

  ⑤ 整理損失引当金は、今後発生する整理損失に備える
ため、損失負担見込相当額を計上しております。 
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 (5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、
決算日の直物為替相場による円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主
持分に含めております。 

 (6) 収益及び費用の計上基準 
  ① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法
によっております。 

  ② 完成工事高及び完成工事原価の計上基準は、当期末
までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは主として原価比例法）を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しております。 

 (7) のれんの償却方法及び償却期間 
    主として５年間で均等償却をしております。なお、

金額に重要性がない場合は発生時に一時償却しており
ます。 

 (8) その他連結計算書類作成のための重要な事項 
  ① ヘッジ会計の方法 
     主として繰延ヘッジ処理を採用しております。ま

た、振当処理の要件を満たす通貨スワップについて
は振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワッ
プについては特例処理を、それぞれ採用しておりま
す。 

  ② 退職給付に係る会計処理の方法 
     退職給付に係る負債は、従業員の退職時に支給す

る退職給付に充てるため、当期末における見込額に
基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した
額を計上しております。 

     なお、会計基準変更時差異については、一部の連
結子会社では15年による按分額を費用処理しており
ます。 

     過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年～10年）
による主として定額法により費用処理しております。 

     数理計算上の差異については、各期の発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年～
10年）による主として定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌期より（一部の連結子会社は発生
した期より）費用処理しております。 

     未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及
び会計基準変更時差異については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に計上しております。 
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   （会計方針の変更） 
     ｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26

号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」
という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用
指針｣（企業会計基準適用指針第25号  平成27年３
月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を、
退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針
第67項本文に掲げられた定めについて当期より適用
し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、
退職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準及び
期間定額基準から給付算定式基準へ変更しておりま
す。また、割引率の決定方法についても、従業員の
平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率か
ら退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの
金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方
法に変更いたしました。 

     退職給付会計基準等の適用については、退職給付
会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、
当期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算
方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお
ります。この結果、当期首の退職給付に係る負債が
3,233百万円増加し、利益剰余金が2,203百万円減少
しております。 

     なお、当期の損益及び１株当たり情報に与える影
響は軽微であります。 

  ③ 消費税等の会計処理 
     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 
５ 追加情報 
 （法人税率等の変更による影響） 
   ｢所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第

９号)」及び「地方税法等の一部を改正する法律（平成
27年法律第２号)」等が公布されました。 

   これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の35.3％から、平成27年４
月１日から平成28年３月31日までの間に開始する事業年
度に解消が見込まれる一時差異等については32.8％に、
平成28年４月１日以後に開始する事業年度に解消が見込
まれる一時差異等については32.1％にそれぞれ変更され
ております。 

   その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額
を控除した金額）は127百万円、再評価に係る繰延税金
負債は5,654百万円それぞれ減少し、法人税等調整額は
1,025百万円増加しております。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 

 (1) 担保資産 

      建物及び構築物ほか 250,565百万円

 (2) 担保付債務（１年以内返済額を含む） 

      長期借入金ほか 64,210百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 656,192百万円

３ 保証債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保

証を行っております。 

   中部国際空港連絡鉄道㈱ほか２社 425百万円

４ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は10,000百万円

であります。 

５ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から 

  直接減額された工事負担金等累計額 174,801百万円

６ 土地の再評価 

   当社、連結子会社９社及び持分法適用関連会社１社に

おいて、｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律｣（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき事業用土地の再評価を行っております。 

   当社及び連結子会社の評価差額については、当該評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した後、親会社の

持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。また、持分法適用関連会社の評価差

額の当社持分相当額については、当該差額に係る税金相

当額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

 (1) 再評価の方法 

    主として、土地の再評価に関する法律施行令（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行う算出方法を

原則とし、一部の土地については同条第４号に定める

算出方法によっております。 

 (2) 再評価を行った年月日 

    当社、名鉄運輸㈱ほか連結子会社４社 

平成14年３月31日 

    ㈱名鉄百貨店ほか連結子会社３社 

平成12年３月31日～平成14年２月28日 

 (3) 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額との差額        25,631百万円 
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（連結損益計算書に関する注記） 

 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額で

あり、次のたな卸資産評価損が運輸業等営業費及び売上原価 

に含まれております。 393百万円

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１ 当期末における発行済株式の総数  

  普通株式  919,772,531株 

２ 剰余金の配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

    平成26年６月26日開催の第150回定時株主総会決議

による配当に関する事項 

     ・配当金の総額      3,556百万円 

     ・１株当たり配当金額   ４円 

     ・基準日         平成26年３月31日 

     ・効力発生日       平成26年６月27日 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日

が翌期となるもの 

平成27年６月25日開催の第151回定時株主総会にお

いて次のとおり付議いたします。 

     ・配当金の総額      4,138百万円 

     ・１株当たり配当金額   ４円50銭 

     ・基準日         平成27年３月31日 

     ・効力発生日       平成27年６月26日 

   なお、配当の原資については、利益剰余金とすること

を予定しております。 
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（金融商品に関する注記） 
１ 金融商品の状況に関する事項 
   当社グループは、資金運用について、一時的な余資は

短期的な預金等に限定し、資金調達については、主に社
債発行及び銀行等金融機関からの借入により資金を調達
しております。 

   受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信
管理規程に沿ってリスク低減を図っております。投資有
価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式など
であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当
社グループでは、定期的に時価や発行体（取引先企業）
の財務状況等を把握するとともに、取引先企業との関係
を勘案し保有状況の見直しを継続的に行っております。 

   借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一
部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ
取引等を実施して支払利息の固定化を実施しております。
なお、デリバティブ取引は、借入金に係る金利変動リス
ク、外貨建金銭債務に係る為替変動リスク、燃料油に係
る価格変動リスクを回避する目的で利用しており、その
取引は内部管理規程に従い実需の範囲で行っており、投
機的な取引は行わない方針であります。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
   平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 

 
連 結 貸 借
対照表計上額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 13,006 13,006 ―

(2) 受取手形及び売掛金 54,064 54,064 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

①関係会社株式 5,889 6,636 747

②その他有価証券 65,674 65,674 ―

資 産 計 138,634 139,381 747

(4) 支払手形及び買掛金 74,234 74,234 ―

(5) 短期借入金 33,646 33,646 ―

(6) 社債（１年以内償還予定を含む) 165,000 179,600 14,600

(7) 長期借入金（１年以内返済予定を含む) 267,282 272,833 5,551

負 債 計 540,162 560,314 20,151

(8) デリバティブ取引(※) (289) (289) ―
 
(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は

純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に
ついては（ ）で表示しております。 
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバ

ティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価について、主に市場価格によって

おります。コマーシャルペーパーについては、短

期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(6) 社債（１年以内償還予定を含む） 

 社債の時価について、主に市場価格を基に算定

する方法によっております。 

(7) 長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額

を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。一

部の外貨建の長期借入金は通貨スワップの振当処

理の対象とされ、また、一部の変動金利による長

期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

ております。当該長期借入金については、当該通

貨スワップ及び金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を、同様の借入を行った場合

に適用される合理的に見積られる利率で割り引い

て算定する方法によっております。 

(8) デリバティブ取引 

 デリバティブ取引の時価について、取引先金融

機関から提示された価格によっております。 

 ただし、通貨スワップの振当処理及び金利スワ

ップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされ

ている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて

記載しております。 

(注２)非上場株式等（連結貸借対照表計上額9,947百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、｢(3)有価証券及び投資有価

証券 ②その他有価証券」には含めておりません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

   当社及び一部の連結子会社では、愛知県その他の地域

において、賃貸用のテナントビル、駐車場、その他賃貸

施設等（土地を含む）を有しております。 

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：百万円） 
 

連結貸借対照表計上額 時価 

118,385 144,142
 
(注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計

額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

(注２)当期末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士

による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件

については、｢不動産鑑定評価基準」に基づいて自社

で算定した金額であります。また、重要性が乏しい物

件については、固定資産税評価額に合理的な調整を行

う方法等により算出した金額であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 296円15銭

２ １株当たり当期純利益 19円67銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 当社は、平成27年３月23日開催の取締役会において、

機動的に社債を発行するための包括決議を行いました。

これに基づき、下記の条件にて「第50回無担保普通社債」

を発行しております。 

(1) 銘柄           第50回無担保普通社債 

(2) 発行総額               金150億円 

(3) 発行価額        額面100円につき金100円 

(4) 利率                 年0.857％ 

(5) 払込期日           平成27年４月30日 

(6) 償還期日           平成39年４月30日 

(7) 資金の使途     設備資金及び借入金返済資金 

 

 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動

計算書の金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) た な 卸 資 産 

分 譲 土 地 建 物 個別法による原価法 
(収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定) 

貯 蔵 品 総平均法による原価法 
(収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定) 

 (2) 有 価 証 券   
満期保有目的の債券 償却原価法 
子会社株式及び
関 連 会 社 株 式

 移動平均法による原価法 

その他有価証券  
     時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により
算定） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 
２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    鉄軌道事業の車両については定率法、その他につい

ては定額法によっております。なお、鉄軌道事業の構
築物のうち取替資産については取替法によっておりま
す。 

 (2) 無形固定資産 
    定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。 

３ 工事負担金等の会計処理 
   鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を

行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として
工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、
工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資
産の取得原価から直接減額して計上しております。 

   なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を
特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から
直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に
計上しております。 
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４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

 (3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。  

  ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

  ② 数理計算上の差異の費用処理方法 

     数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。 

   （会計方針の変更） 

     ｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26

号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」

という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３

月26日｡）を当事業年度より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額

の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準

へ変更しております。また、割引率の決定方法につ

いても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法に変更いたしました。 

     退職給付会計基準等の適用については、退職給付

会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。この結果、当事業年度の期首の

退職給付引当金が1,743百万円増加し、利益剰余金

が1,128百万円減少しております。 

     なお、これに伴う当事業年度の損益に与える影響

は軽微であります。 
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 (4) 役員退職慰労引当金は、役員に対して支給する退職慰

労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 (5) 整理損失引当金は、今後発生する整理損失に備えるた

め、損失負担見込相当額を計上しております。 

 (6) 債務保証損失引当金は、債務保証等による損失に備え

るため、被保証先の財政状態等を勘案し損失負担見込

相当額を計上しております。 

５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) ヘッジ会計の方法 

 振当処理の要件を満たす通貨スワップについては振

当処理を採用しており、特例処理の要件を満たす金利

スワップについては特例処理を採用しております。 

 (2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 (3) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 (4) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお

けるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 

 (1) 担保資産 

   鉄軌道事業固定資産（鉄道財団)   227,019百万円 

   その他の投資等             10百万円 

 (2) 担保付債務（１年以内返済額を含む） 

   長期借入金（財団抵当借入金）    42,455百万円 

２ 有形固定資産の減価償却累計額     399,781百万円 
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３ 事業用固定資産 

有 形 固 定 資 産 522,904百万円

土 地 239,775百万円

建 物 84,816百万円

構 築 物 175,417百万円

車 両 13,149百万円

そ の 他 9,746百万円

無 形 固 定 資 産 3,478百万円

４ 保 証 債 務 

   他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保

証を行っております。 

㈱名鉄インプレス 1,652百万円

㈱名鉄百貨店ほか９社 2,504百万円

計 4,157百万円

  (注) 上記のほか、当社の完全子会社であり、ＩＣカード

乗車券発行事業及び電子マネーサービス事業を営む

㈱エムアイシーとの間に、同社が負担する債務につ

いて、包括的に保証する契約を締結しております。 

５ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は10,000百万円

であります。 

６ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 24,165百万円 短期金銭債務 8,967百万円

長期金銭債権 695百万円 長期金銭債務 2,832百万円

７ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事

負担金等累計額            168,840百万円 

８ 土地の再評価 

   ｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律｣（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき事業用土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

 (1) 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行う算出方法を原則とし、

一部の土地については同条第４号に定める算出方法に

よっております。 

 (2) 再評価を行った年月日      平成14年３月31日 

 (3) 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額との差額        15,303百万円 
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（損益計算書に関する注記） 

１ 営 業 収 益 102,900百万円

２ 営  業  費 86,977百万円

運送営業費及び売上原価 58,322百万円

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,642百万円

諸 税 5,168百万円

減 価 償 却 費 18,844百万円

３ 関係会社との取引高 

営 業 取 引 に よ る 取 引 高

営 業 収 益 8,946百万円

営 業 費 10,520百万円

営業取引以外の取引による取引高 16,919百万円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

  当期末における自己株式の種類及び株式数 

   普通株式                86,915株 

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、投資有価証券等評

価損、退職給付関係、減損損失の否認等であり、繰延税

金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金

等であります。 

（追加情報） 

 ｢所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法

等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布さ

れたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度

の35.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27

年４月１日から平成28年３月31日までのものは32.8％、

平成28年４月１日以降のものについては、32.1％にそれ

ぞれ変更されております。 

 その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額

を控除した金額）が306百万円減少し、法人税等調整額

が613百万円、その他有価証券評価差額金が919百万円そ

れぞれ増加しております。また、再評価に係る繰延税金

負債が5,146百万円減少し、土地再評価差額金が5,146百

万円増加しております。 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、鉄軌道事業固

定資産の一部については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

  子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 
㈱名鉄マネジメ

ントサービス 

所有 

直接 100.0％

資金の貸付 

役員の兼任 

資金の貸付

（注１) 

百万円

22,103

短期貸

付金

百万円

22,914

子会社 ㈱メイエレック 
所有 

直接 88.89％

設備の建設改

良工事の設計

及び施工 

役員の兼任 

配当金の受

取 

百万円

2,999

 
 

―
 
 

百万円

―

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

  (注１)資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）による取引であり、金利

は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

また、取引金額においては純額で表示しておりま

す。 

  (注２)取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれて

おりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 238円51銭

２ １株当たり当期純利益 10円９銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 当社は、平成27年３月23日開催の取締役会において、

機動的に社債を発行するための包括決議を行いました。

これに基づき、下記の条件にて「第50回無担保普通社債」

を発行しております。 

(1) 銘柄           第50回無担保普通社債 

(2) 発行総額               金150億円 

(3) 発行価額        額面100円につき金100円 

(4) 利率                 年0.857％ 

(5) 払込期日           平成27年４月30日 

(6) 償還期日           平成39年４月30日 

(7) 資金の使途     設備資金及び借入金返済資金 

 

 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の金額

は、百万円未満を切捨てて表示しております。 


